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平成３０年度地域包括支援センターの運営状況等について 

【本市の地域包括支援センターの概要】 

（１）地域包括支援センターの設置期日 

  平成１８年４月１日 鳥取中央、鳥取南、鳥取西地域包括支援センター 

平成２１年４月１日 鳥取こやま地域包括支援センター 

平成２５年４月１日 鳥取東健康福祉センター 

（２）地域包括支援センターの設置数及び担当圏域 

   全市合計５ヵ所（平成３０年 7月１日現在） 

① 鳥取中央地域包括支援センター 

鳥取地域（北、中ノ郷、西、南中学校区）、福部地域 

② 鳥取東健康福祉センター 

鳥取地域（東、桜ヶ丘）、国府地域 

③ 鳥取こやま地域包括支援センター 

鳥取地域（湖東、湖南、江山、高草中学校区） 

④ 鳥取南地域包括支援センター 

河原地域、用瀬地域、佐治地域 

⑤ 鳥取西地域包括支援センター 

気高地域、鹿野地域、青谷地域 

（３）職員配置（１ヶ所当たりの原則配置数） 

保健師等１名、社会福祉士１名、主任ケアマネジャー１名 

（４）担当業務 

   ①総合相談・支援事業（さまざまな相談への対応等） 

   ②権利擁護事業（高齢者の後見的支援、虐待防止の取組み等） 

   ③包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（ケアマネジャーに対する支援、地域のボ

ランティアなど様々なネットワークの構築等） 

   ④介護予防支援事業・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

   （要支援者及び事業対象者の介護予防ケアプランの作成） 

   ⑤介護予防普及啓発事業（出前講座や教室を開催し、高齢者の介護予防の知識の普及や

取組み活性化に向けた支援） 

   ⑥地域ケア会議推進事業（自立支援や介護予防・重症化防止に資するケアマネジメント

の充実・強化に向けた取組み） 

   ⑦その他高齢者や家族等の支援事業（認知症対策、家族介護者の交流や教室開催等） 

（５）運営主体 

   鳥取市
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１ 総合相談・支援事業 

地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしく生活していくためには、どのような支

援等が必要か幅広く把握していきながら、地域の適切な機関、制度、サービス利用などにつなげる

支援を行います。 

（１）窓口・電話相談 

   各地域包括支援センターでは、地域の高齢者やその家族などからのさまざまな相談を面接、

電話等で受け付けています。

【地域包括支援センターの事業実績】 

○相談件数の推移 

年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

相談件数（件） ５,０３８ ５,０３９ ５，６６０ ７,１４７ １０，１６９

（２）訪問活動 

相談者などの状況等に応じて地域包括支援センターの職員が地域、居宅、施設、病院などに

積極的に訪問します。これは、相談者の来所が困難であるという場合以外にも、相談者の生活

環境、日常生活の正確な把握、各関係機関などとの連携・調整などにより、相談者のニーズに

より即した支援を行うために実施しているものです。また、これに併せて安否確認や状況確認、

情報提供、各種福祉保健サービスの申請受付等も行っています。

【地域包括支援センターの事業実績】

○訪問件数の推移

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

訪問件数（件） １２,３２７ １２,２７３ １１,２８８ １１，４９０ １４，１８０

２ 権利擁護事業 

地域の住民、民生委員、介護支援専門委員などの支援だけでは十分に問題が解決できないケース

や、必要とするサービス等につなげることが困難な状況にある高齢者が、地域において尊厳のある

生活を維持し、安心して生活できるよう、専門的・継続的な視点から、高齢者の権利擁護のための

支援を行っています。

権利擁護相談 

  総合相談支援業務の中には、「「やむを得ない事由」による老人福祉施設への措置」、「高齢者虐

待」、「高齢者自身の支援拒否などの困難事例」、「消費者被害」など「権利擁護」の視点に基づい
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てかかわること必要な相談も増えています。地域包括支援センターでは、社会福祉士が業務に必

要な実践的な知識・スキルの習得に努めながら、これらの権利擁護相談に対応しています。

【地域包括支援センターの事業実績】

○権利擁護相談件数の推移

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

相談件数（件） ４６９ ５６０ ２４９ ３５９ ４５２

（１）成年後見制度の活用 

   本人や家族・親族、関係機関等からの相談や実態把握によって、認知症等により判断能力が

低下し、契約行為等が困難と考えられる高齢者については、権利擁護の観点から成年後見制度

（後見、補佐、補助の各類型）の利用が円滑に行われるよう積極的に支援しています。特に、

親族の申立てが困難な方については、地域包括支援センターによる市長申し立てを行っていま

す。

【地域包括支援センターの事業実績】

○成年後見制度の市長申立て件数の推移

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

申立て件数（件） １６ １８ ２８ ２６ １９

（２）高齢者虐待対応事業 

   窓口相談等を通じて把握された高齢者への虐待について、訪問等による調査を行い、必要に

応じて分離等を行うなど適切な支援につながるよう対応しています。

【地域包括支援センターの事業実績】

○高齢者虐待の相談件数の推移（重複あり）

○高齢者虐待の相談・通報受理件数、虐待認定件数の推移

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

相談件数（件） １７７ ２９６ １１４ １８８ ２５３

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

受理件数（件） ３９ ２９ ３４ ４０ ４０

認定件数（件） ２１ ２２ １８ ２３ ２３

３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 
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（１）地域の関係機関との連携 

   支援の必要な認知症の高齢者や、単身高齢者を早期に発見し、支援していくためには、地域

の民生委員、介護保険事業者、医療機関等の福祉保健関係者らのネットワークの構築が不可欠

です。主治医やケアマネジャー、リハビリ専門職などの多職種協働のほか、民生委員や地域の

福祉関係者と連携し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう支援に取り組んでいま

す。特に民生委員との関係については、定例会などへの出席を通して、顔の見える関係を維持

していくことで、情報の共有を図っています。

   また、東部地区在宅医療介護連携推進協議会が主催する医療や介護に従事する多職種研修会

に参加するなど医療・介護関係者との関係づくりに取り組んでいます。

（２）ケアマネジャー支援 

居宅介護支援事業所のケアマネジャーを支援するため、困難事例等への対応支援や、スキル

アップのための事例検討、研修会を開催しています。これらについては、結果的に圏域内の居

宅介護支援事業所間のネットワーク構築や、介護支援専門員が圏域内の主任介護支援専門員か

ら相談支援を得る機会の提供にも寄与するものとなるよう計画しています。

また、平成３０年度からは各地域包括支援センターがケアマネジャーから受けた相談事例を

経年的に整理分類し、分析していくことで、その後の地域課題の解決に資する資源として集積

するよう取り組んでいます。

【地域包括支援センターの事業実績】

○ケアマネジャー支援状況の推移

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

ケアマネジャーか

らの相談件数（件）
２２１ １８３ ４１０ ６２５ ４１２

ケアマネジャーへ

の研修等件数（件）
２０ １９ ２８ ２７ ２６

４ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（１）要支援者等の介護予防ケアプラン作成 

   地域包括支援センターでは、指定介護予防支援事業者として、要支援者（「要支援１」・「要

支援２」に認定された方）の介護予防ケアプランを作成しています。

   また、平成２９年４月から介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメ

ント（第１号介護予防支援事業）を開始し、要支援者及び事業対象者の介護予防ケアプランを

作成しています。なお、居宅介護支援事業所に委託している介護予防支援・介護予防ケアマネ

ジメントに関しては、主任介護支援専門員が確認し、自立支援型や目標志向型のプランとなる

よう助言を行っています。
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【地域包括支援センターの事業実績】

○介護予防ケアプラン作成状況の推移

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

作成件数（件） １９,９６７ ２０,５９０ ２１,０３１ ２１,８５２ ２２，２９３

（２）居宅介護支援事業所への委託状況 

要支援者の介護予防ケアプランは、原則として地域包括支援センター（指定介護予防支援事

業者）が作成することとされていますが、業務の一部を居宅介護支援事業所のケアマネジャー

に委託できることとなっています。

【地域包括支援センターの事業実績】

○地域包括支援センターから居宅介護支援事業所への介護予防ケアプラン委託状況の推移

（※（１）介護予防ケアプラン作成件数の内数）

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

委託件数（件） １０,３３８ １１,２１４ １１,８２２ １２,５３６ １２，２８４
（介護予防ケアマ

ネジメント

２,９０３件含む）

５ 介護予防普及啓発事業 

介護予防などの普及啓発活動 

いつまでも健康で生活し続けるためには、一人ひとりが健康づくりや介護予防の重要性を理解

し、自発的に継続して取り組むことが重要です。介護予防に関する知識の普及啓発をするため、

講演会の開催や、運動、栄養、口腔等に係る介護予防教室等を開催しています。

また、平成 29 年度からは、長寿社会課内に配置された理学療法士とともに、運動機能の維持
向上に重点をおいた普及啓発活動にも取り組んでいます。

地域包括支援センターの事業実績】

○介護予防などの普及啓発事業の推移                  （単位：回）

   年 度

内 訳
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

認知症 ５４ ６６ ９４ １１１ １５８

介護予防 ４０ ２６ ２１ ３６ ３４

おたっしゃ教室 ５７ ７５ ８６ ９４ ５８

その他 ６５ ４８ ６５ ２２ １８

合 計 ２１６ ２１５ ２６６ ２６３ ２６８
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６ 地域ケア会議推進事業 

地域包括支援センターにおいては、これまで高齢者の支援困難ケースの今後のあり方につい

て関係者が集まって検討し、課題解決に取組む「支援困難ケース検討型の地域ケア会議」を開

催してきましたが、平成２９年度から従来の取組みに加え、医療や介護の専門職が要支援者乙

に対する支援の内容について介護支援専門員等に助言を行い、ケアマネジメントの充実・強化

に取組む「自立支援型「地域ケア会議」」の開催に取組んでいます。

鳥取東健康福祉センターの「自立支援型「地域ケア会議」」は昨年度取り組みを開始し、４

回開催しましたが、本年度は開催計画を９回に増やし、さらにセンターが担当しているケアプ

ランのうち民間の居宅介護支援事業所に委託しているものについても、８月以降は検討対象に

加え、ケース検討の取組みを充実させるよう予定しています。また、鳥取南地域包括支援セン

ターにおいても、本年５月から取り組みを開始しています。

来年度以降、他の地域包括支援センターにおいても順次取組みを開始し、すべてのセンター

でケアマネジメントの充実強化に取り組む予定です。

【平成３０年度開催計画】

○鳥取東健康福祉センター

（開催時期）平成３０年６月～平成３１年２月まで毎月開催（計９回）

（検討ケース）１開催２ケース

○鳥取南地域包括支援センター

（開催時期）平成３０年５月、８月、１１月、２月に開催（計４回）

（検討ケース）１開催２ケース

【地域包括支援センターの事業実績】 

○支援困難ケース検討型の地域ケア会議開催回数の推移

（※ ２９年度は見込み） 

○自立支援型「地域ケア会議」会議開催回数の推移

（※ ２９年度は見込み）

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

開催回数（回） １４ ２５ １２ １２ １９

年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

開催回数（回） － － － － ４

７ その他高齢者や家族等の支援事業（認知症対策、家族介護者の交流や教室開催等）

（１）認知症カフェ 

   認知症地域支援推進員と地域包括支援センターが連携し、認知症の方やそのご家族の方、ま

た認知症に関心のある方や民生委員、医療・福祉の専門職等が、気軽に集まってお茶を飲みな
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がらおしゃべりしたり、相談したりできる居場所、そして皆の輪がつながっていく場所として、

認知症カフェを開催しています。

（２）鳥取市認知症高齢者等ご近所見守り応援団 

   認知症になっても安心して暮らすことのできる地域づくりをめざして、認知症の家族を支え

るための出前講座の開催や、認知症のために行方不明になる人の事前登録制度及び地域で認知

症の人を見守る協力店の登録を推進しています。

（３）認知症初期集中支援チーム 

   平成２９年１月から認知症初期集中支援チームによる活動を開始しています。

認知症初期集中支援チームは、医療と介護の専門職が家族等の訴え等により、認知症が疑わ

れる人や認知症の人及びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援等の初期の支援を包括

的・集中的（おおむね６カ月）に行い、自立生活のサポートを行っています。

地域包括支援センターは、日常の相談事例の中で、医療・介護の専門職が連携して対応する

ことが効果的と考えられるケースについて、地区担当として、チームへの情報提供、チーム員

会議への参加、支援対象者への訪問等の初期集中支援を行っています。

（４）認知症サポーター養成講座 

「認知症キャラバン・メイト」が地区町内会や企業、各種団体、小中学校等に出向いて、地

域や職域で認知症の人や家族を温かく見守る「応援者」である認知症サポーターの養成講座を

開催しています。


